
* 揚水発電を除く(以下同じ)。
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(補論1)

電力の一次エネルギー供給の算定方法について

1. 一次エネルギー供給の概念

一次エネルギー供給とは、日本国内に供給されたエネルギーの総量をいう。

具体的に一次エネルギー供給を計量する際には、国内での最終エネルギー消費を賄うた

めに利用されたエネルギーの量を、投入された化石エネルギー源の量を計測することや、利

用された自然界のエネルギーの量などを間接的に推計することにより計量する。

2. 一次エネルギー供給の算定

(1) エネルギー直接利用の場合

天然ガスを燃やして暖房を行うなど、エネルギーを転換せずに直接用いる場合、

[一次エネルギー供給] = [最終エネルギー消費]

となる。

(2) 電力･熱等二次エネルギー利用の場合-1: 化石エネルギーからの転換

電力･熱などの二次エネルギーを用いる場合のうち、化石エネルギー源を燃焼させて発電･発

熱を行い最終エネルギーを得た場合、一次エネルギー供給は投入･利用した化石エネルギー源

の量が一次エネルギー供給となる。

発電･発熱には必ず損失を伴うので、必ず下記のような関係が成立する。

[一次エネルギー供給(=化石エネルギー源の供給量)] > [最終エネルギー消費(電力･熱)]

(3) 電力･熱等二次エネルギー利用の場合-2: 非化石エネルギーの場合

電力･熱などの二次エネルギーを用いる場合のうち、原子力･水力など化石エネルギー源を用

いないエネルギー源の場合には、下記のような理由から一次エネルギー供給を直接計算するこ

とは困難あるいは不可能である。

従って、非化石エネルギーでは、何らかの方法で推定を行い、最終エネルギー消費から一次

エネルギー供給を｢推計｣しなければならない。

1) 原子力

核燃料が保有するエネルギーは、一回原子力発電所で燃焼させた後もなお大半が使用済

核燃料中に残存ウラン、プルトニウムの形で残り再処理で取出される迄確定しないため、一回

の燃焼で消費された核燃料のエネルギー量を直接算定することは不可能である。

2) 水力･地熱･風力･太陽光エネルギー

水力発電 や太陽光･風力発電の場合、様々な発電所で時々刻々水量や風速が変動する度

に水の位置エネルギーや風の運動エネルギーが変動するため、発電に投入されたエネルギ

ー量を逐一計算することは事実上不可能である。

地熱発電･地熱利用の場合、そもそも地下に地熱エネルギーがどの程度存在しそれがどの

程度減少したのかを知る方法がない。

3. 非化石エネルギー源による電力の一次エネルギー供給の理論的推計方法

(1) [一次エネルギー供給] = [最終エネルギー消費]とした場合

仮に、非化石エネルギーでは、取り出されたエネルギー量である最終エネルギー消費を一
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次エネルギー供給と見なす場合を考える。

化石エネルギーでは、投入された化石エネルギー源の量が一次エネルギー供給となるた

め、電力の場合、この方法では同じ１kWh の最終エネルギー消費を賄うために消費されたエ

ネルギーの量について、非化石エネルギーを過小評価することとなる。

例えば、石炭火力発電の 1kWh を原子力発電で置換した場合、発電電力量が同じである

にもかかわらず、石炭の一次エネルギー供給に対し、原子力の一次エネルギー供給が石炭

火力発電所の発電損失(約60％)相当分突然減ってしまうという不都合を生じる。

[図: 補1-1. 石炭火力発電の 1kWh を原子力発電で置換する場合の考え方(1) ]

< [一次エネルギー供給]=[最終エネルギー消費]とした場合 >

( 化石エネルギー )

一次エネルギー供給 石炭 9.0MJ → 火力発電所 → 電力 3.6MJ(1kWh)

発電効率 40%

↓ 損失 5.4MJ

( 非化石エネルギー )

一次エネルギー供給 3.6MJ 原子力発電所 → 電力 3.6MJ(1kWh)

!!! （ 損失ナシ )

(2) [一次エネルギー供給] = [最終エネルギー消費]/[平均転換効率] とする方法

上のような問題を回避するため、非化石エネルギーでは、便宜的に火力発電の平均変換効

率を用い、一次エネルギー供給を逆算し推計する方法が考えられる。

この方法は、日本の｢総合エネルギー統計｣で'70年代から実施されてきた方法である。

[図: 補1-2. 石炭火力発電の 1kWh を原子力発電で置換する場合の考え方(2) ]

< [一次エネルギー供給]=[最終エネルギー消費]/[転換効率]とした場合 >

( 化石エネルギー )

一次エネルギー供給 石炭 9.0MJ → 火力発電所 → 電力 3.6MJ(1kWh)

発電効率 40%

↓ 損失 5.4MJ

( 非化石エネルギー )

一次エネルギー供給 9.0MJ 原子力発電所 → 電力 3.6MJ(1kWh)

発電効率 40%と仮定

↓ 見掛損失 5.4MJ

(3) 海外における一次エネルギー換算

カナダ、フランス、ノルウェーなど電源構成上水力･原子力で大半を賄っており、火力発電が

殆ど行われていない国では、(2)の方法では逆に非化石エネルギーが過大評価となるため、

(1)の方法が用いられている。

アメリカ、ドイツ、イギリスなどの諸国では日本と同じ(2)の方法が用いられている。

何れの方法を採用するかは、当該国の電源構成事情に依存する問題であると考えられる。

IEA(国際エネルギー機関)においては、こうした各国の事情の相違を捨象し、横断的な比較

の基準を提供するため、1991年以降、IEA加盟国全体のエネルギー構成から独自の判断に基

づいて統一的に下記のような一次エネルギー換算を行っている。

水力: 発電効率100％とし発生電力量を一次供給とする(3-1.の方式)
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地熱: 発電効率 10％とし発生電力量から一次供給を逆算(3-2.の方式)
原子力: 発電効率 33％とし発生電力量から一次供給を逆算(3-2.の方式)

4. 日本の平均火力発電効率の変化と電力の一次エネルギー換算

(1) 1999年度迄の電力の一次エネルギー換算

理論上、非化石エネルギー源による電力の一次エネルギー供給量は、毎年の平均火力発

電効率を用いれば正確に算定可能である。

しかし、この方法では電力の一次エネルギー供給量が当該年度の平均火力発電効率が判

明する迄確定せず、各種の報告が行えないという運用上の問題を生じる。

このため、1999年度迄は、省エネルギー法の各種報告や総合エネルギー統計などの公的

統計では、1971年度の平均火力発電効率(38.1％)を固定的に用い、

発電端電力 1kWh ≡ 9.42MJ (2250kcal)

と近似して報告して差支えない、として継続的に運用してきたところである。

(2) 平均火力発電効率の推移

一方、一般電気事業者の平均火力発電効率は、天然ガス複合サイクル発電の普及などに

より1980年代から大きく向上してきた。

この結果、(1)の一次エネルギー換算の方法のままでは、誤差が著しく増大し、電力 1kWh

の一次エネルギー換算が約6.5％も過大評価される結果となった。

[表: 補1-1. 一般電気事業者10社平均火力発電効率と近似誤差 ]

年 度 実績効率 従来の換算係数上の効率 誤 差

1980FY 38.08％ 38.10％ +0.0％
1985FY 38.21％ 38.10％ +0.3％
1990FY 38.78％ 38.10％ +1.8％
1995FY 39.00％ 38.10％ +2.4％
2000FY 40.59％ 38.10％ +6.5％

(+:過大評価/ -:過小評価)

(3) 2000年度以降の電力の｢標準発熱量｣による一次エネルギー換算

一般電気事業者の発電効率の向上により統計上無視できない誤差を生じる結果となったこ

とから、2000年度分から総合エネルギー統計では電力の一次エネルギー換算時の標準発熱

量を

発電端電力 1kWh ≡ 9.00MJ (約2150kcal)

として当面5年間程度運用し、5年毎に定期的に更正を行うこととされた。

なお、2001年度改訂以降の総合エネルギー統計においては、原子力発電･水力発電などの

電力の一次エネルギー換算は毎年度の一般電気事業者の平均火力発電効率の実績値を基

準に行われており、誤差が発生しないよう措置されている。

(4) 総合エネルギー統計における電力の｢実質発熱量｣による一次エネルギー換算

さらに、2004年度改訂以降の総合エネルギー統計においては、その統計精度向上のため

各エネルギー源毎に実質発熱量が毎年度算定可能である場合、実質発熱量を使用すること

を原則としている。

電力については、一般用電力、外部用電力、各業種別自家用電力の各区分に応じて、毎

年度の発電効率が算定可能であることから、毎年度の各区分の発電効率に応じた実質発熱

量により発電端電力を算定して用いることとする。


